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平成２３年度

決算

平成２３年度

決算

災害復旧事業などにより、
合併後最大の決算額（一般会計）

注目！一般会計の歳入と歳出

　市は毎年、「庄原市財政状況の公表に関する条例」に基づき、予算の執行状
況や決算、財政の健全度を示す基準について公表しています。
　今回は、平成２３年度の決算や健全化判断比率などについてお知らせします。
より詳しい内容は、市ホームページに掲載していますのでご覧ください。

（金額は万円未満を四捨五入していますので、内訳の合計は必ずしも一致しません）

選択と集中により事業を実施
平成２２年７月の豪雨災害復旧は
９６％完了！

　一般会計決算の実質収支は合併後最大の７億３，２５６万円の黒字とな
り、前年度に比べ３億６，５５３万円の増加となりました。７億３，２５６万円のう
ち、平成２２年度からの繰越事業（※１）の実質収支が３億５，３７０万円と
なっています。これは災害復旧事業を当初の見込みより少額で実施でき
たことが主な要因となっています。
　特別会計は、介護保険特別会計が赤字決算となりました。これは平成
２３年度の国からの負担金が、一部平成２４年度で交付されることになっ
たためです。
　水道事業は、前年度と比較して一般会計からの補助金が減少した一
方、施設の老朽化に伴う修繕費などが増加した結果、当年度純利益は
前年度純利益（８，３５７万円）に比べて減少しましたが、引き続き黒字決算
となりました。
　西城市民病院は、内科医師が２人減員という厳しい経営環境となりま
したが、経営改革プランに基づいた経営の結果、３年続けての黒字決算
となりました。（前年度純利益４，８５６万円）

一般会計などの
「実質収支」ってなに？

一般会計の実質収支で黒字に
なったお金はどうなるの？

その年度の赤字・黒字を
示すものです！

地方財政法の規定により１／２以上を貯金し、
残りは繰り越して翌年度の歳入となります！

　歳入と歳出の決算額を単純に差し引きし
た額（形式収支）には、翌年度に繰り越して行
う事業の財源が含まれています。この財源を
除いた額のことを「実質収支」と呼びます。

　平成２３年度決算では、実質収支の黒字額（決算剰余金）の
７億３，２５６万円のうち、３億７，０００万円を財政調整基金（※
２）へ貯金し、残りを平成２４年度に繰り越しました。

一般会計・特別会計の決算状況

実質収支の推移（一般会計） 公営企業会計の決算状況

　庄原市の大きなお財布 
「一般会計」を詳しく見てみよう！

僕が
解説するよ!
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歳入決算額Ａ 歳出決算額Ｂ 形式収支Ｃ=Ａ-Ｂ 翌年度繰越財源Ｄ 実質収支Ｅ=Ｃ-Ｄ
一般会計 ３４７億１，２６３万円 ３３４億９，３７３万円 １２億１，８９０万円 ４億８，６３４万円 ７億３，２５６万円
住宅資金特別会計 ８８３万円 ８７８万円 ５万円 ５万円
歯科診療所特別会計 ２，９５０万円 ２，９２８万円 ２１万円 ２１万円
国民健康保険特別会計 ４５億１，７０１万円 ４５億１，２５３万円 ４４８万円 ４４８万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） １億２，９５８万円 １億１，９３６万円 １，０２２万円 １，０２２万円
後期高齢者医療特別会計 ５億９，９６６万円 ５億８，９５０万円 １，０１６万円 １，０１６万円
介護保険特別会計 ５５億２，９６１万円 ５５億６，２６８万円 ▲３，３０７万円 ▲３，３０７万円
介護保険サービス事業特別会計 ４，４２０万円 ４，４２０万円 ０万円 ０万円
公共下水道事業特別会計 １０億１，０８０万円 １０億１，０４３万円 ３７万円 ３７万円
農業集落排水事業特別会計 ４億５３３万円 ３億９，９４６万円 ５８７万円 ５６０万円 ２６万円
浄化槽整備事業特別会計 １億９，２８５万円 １億９，２６７万円 １８万円 １８万円
簡易水道事業特別会計 ４億７，２２２万円 ４億６，６２０万円 ６０２万円 ６０２万円
工業団地造成事業特別会計 ４３５万円 ４３５万円 ０万円 ０万円
宅地造成事業特別会計 １６１万円 １６１万円 ０万円 ０万円

収益 費用 特別利益
（▲損失）

当年度
純利益

水道
事業 ６億５，５３４万円 ６億５６５万円 ▲６２万円 ４，９０７万円

病院
事業 １２億７４７万円 １１億６，０９６万円 ０万円 ４，６５２万円

※介護保険特別会計の歳入不足額は、翌年度繰上充用金３，３０７万円を充てています。
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17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

5 億 7,272 万円
4億 4,493 万円 4億 5,109 万円

5億 6,123 万円 5億 6,798 万円

3億 6,703 万円

7億 3,256 万円

形式収支

実質収支

歳入決算額
347 億 1,263 万円

歳出決算額
334 億 9,373 万円

翌年度繰越財源  4 億 8,634 万円

12億 1,890 万円

7億 3,256 万円

決算剰余金
７億３，２５６万円

貯　金
３億７，０００万円

平成２４年度への繰越金
３億６，２５６万円

7億3,256万円
（＋3億6,553万円）

実質収支
347億1,263万円
（＋3億4,061万円）

市税
38億7,364万円
（＋3,136万円）

譲与税・交付金
10億9,570万円
（▲6,391万円）

地方交付税
161億3,319万円

（▲7,554万円）

国庫支出金
36億8,773万円
（▲4億1,794万円）

県支出金
36億8,819万円
（＋8億3,428万円）

市債
37億1,095万円
（▲5億538万円）

財産収入など
24億6,486万円（＋5億1,601万円）

繰入金
5,837万円（＋2,172万円）

人件費
44億9,367万円
（▲4億5,235万円）

物件費
40億1,087万円
（＋2億1,507万円）

扶助費
31億9,485万円
（＋2億3,428万円）

補助費など
38億62万円
（▲4,765万円）

普通建設事業費
59億2,083万円
（▲8億5,112万円）

災害復旧事業費
21億4,807万円（＋11億1,231万円）

公債費
63億489万円
（＋1,997万円）

繰出金
30億4,141万円（＋6,726万円）

歳入合計
334億9,373万円
（＋1億3,996万円）

歳出合計

個人市民税、固定資産税が減少
しましたが、法人市民税、市た
ばこ税が大幅に増加。前年度に
比べ 3,136万円増額

道路新設改良事業費の減、
各小学校への太陽光発電
設備設置事業費の皆減に
より大幅に減額

平成 22 年 7 月 16 日発
生の豪雨災害の復旧など
により、前年度に比べ
大幅な増額

災害復旧にかかる県補助金や携
帯電話エリア整備事業にかかる
補助金の増などにより、
8億3,428万円増額

臨時財政対策債などの減額によ
り、前年度に比べ
5億538万円減額

子ども手当や生活保護扶
助費の増により、
2億3,428万円増額

貸付金・維持補修費など
5億7,851万円（▲1億5,780万円）

（　）は前年比

お財布
がまちゃん

財政課財政係　☎０８２４−７３−１１２９
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平成２３年度

決算

　平成２３年度の一般会計の市債発行額（借入額）は、水稲育苗施設整備補助の皆減や臨
時財政対策債（※３）の減額などにより、前年度に比べ５億５３８万円減少の３７億１，０９５万円
となりました。
　一方、公債費のうち元金返済額は５８億４，９２５万円で、市債残高は４５１億６，０５９万円となり
ました。
　計画的な借入に努めてきたことにより、市債残高は年々着実に減少しています。全会計の市
債残高の合計は前年度と比べて２６億６，８４５万円減少し、６年連続の減少となりました。

　市の財政状況がどうなっているかを表す４つ
の指標は、昨年度に引き続きいずれも早期健全
化基準内です。
　早期健全化基準を上回る場合は、財政再建
のための計画を策定し、その計画に従って行政
運営を行う必要があります。

　各公営企業会計で資金不
足は発生しませんでした。
　資金不足比率（※４）は
０％です。

（平成 23 年度までは実績、平成 24 年度以降は推計値です）
市債残高の推移（全会計）

市債残高は２６億６，８４５万円の減！

平成２４年度上半期　予算の執行状況

市の財政は健全化基準内！

なぜお金を借りて
事業をするの？

市の財政は
健全なの？

将来にわたって費用を
分担するためです！

健全な財政運営となってい
ますが、注意が必要です！

　市債は、主に道路や公共施設といった、長期
間使用する設備の建設費の
ために発行します。
　これは、借入をして分割し
て返済することで、将来の世
代の市民にも費用を公平に
負担してもらうという考え方
に基づいています。

　市の歳入の大部分は国から交付される地方
交付税で構成されており、市税などの自力で得
る収入は、不況の影響などを受け伸び悩む状況
が続いています。
　また、市債残高は着実に減少していますが、実
質公債費比率は２０．２％
と高い水準です。
　今後も、自主財源の確
保や計画的な市債発行
などによって、実質公債
費比率を１８％未満とす
るように努めます。
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ここで一息！

財政用語のコーナー
※１ 繰越事業
　事業の性質または予算成立後の理由により、年
度内に事業が完了せず翌年度に繰り越すことに
なった事業です。その繰越事業に必要な一般財
源は、当年度の形式収支の中から必要な額を翌
年度へ持ち越します。

※３ 臨時財政対策債
　長引く景気の低迷により、国税収入が減少し、地方
交付税を配分するための財源が不足した場合、不足
分のうちの半分を国が借入で負担し、残り半分を地
方が市債を発行し負担することとなっています。
　この市債が臨時財政対策債です。この臨時財政対
策債は、その元利償還金相当額１００％が後年度の
地方交付税で措置されます。

※２ 財政調整基金
　基金とは、現金を積み立てた預金のことです。
財政調整基金は、突発的な災害や緊急を要する
経費に備えるために設けられた基金です。平成
２３年度は取り崩しを行わなかったため、年度末
残高は１６億９，１１０万円となっています。

※４ 資金不足比率
　公営企業の資金不足を、それぞれの事業規模であ
る営業収益の額と比較して指標化し、経営状態の悪
化の度合いを示すものです。
　庄原市では、水道事業会計、国民健康保険病院事
業会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事
業特別会計、浄化槽整備事業特別会計、簡易水道事
業特別会計、宅地造成事業特別会計、工業団地造成
事業会計が対象です。

　市は、毎年財政状況を公表し、予算の執行がどのような状況になっているのかを市民の皆さんにお知らせしていま
す。今回は平成２４年度予算、９月３０日現在の執行状況をお知らせします。（金額は万円未満を四捨五入していますの
で、内訳の合計は必ずしも一致しません）

平成２３年度 平成２２年度 増　減
一般会計 ４５１億６，０５９万円 ４７２億９，８８９万円 ▲２１億３，８３０万円
特別会計 １３２億１，４９４万円 １３５億２，９４９万円 ▲３億１，４５５万円
企業会計 ４３億６，７５１万円 ４５億８，３１１万円 ▲２億１，５６０万円

市債残高合計 ６２７億４，３０３万円 ６５４億１，１４９万円 ▲２６億６，８４５万円

指　標 内　容 庄原市 早期健全化基準

実質赤字比率 一般会計を中心とした赤字の割合 赤字なし １２．４７％

連結実質
赤字比率

一般会計、特別会計、企業会計の
全ての会計の赤字の割合

赤字なし １７．４７％

実質公債費比率 年間の借金返済額の割合 ２０．２％ ２５．００％

将来負担比率 将来負担を見込まれる負債の割合 １７４．６％ ３５０．００％

市債残高

627 億 4,303 万円
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区　　分 予算現額 収入済額 収入率 支払済額 支払率
　　　一般会計 ３４９億４，７９９万円 １５５億１，４９０万円 ４４．４% １１６億１，３５２万円 ３３．２%
　　　特別会計 １３７億８，８８６万円 ４５億３，４６０万円 ３２．９% ５３億１，８８５万円 ３８．６%

国民健康保険 ４５億７，０２２万円 １６億６，８３２万円 ３６．５% １８億６，７７３万円 ４０．９%
後期高齢者医療 ６億４，８７９万円 １億９，１７９万円 ２９．６% ２億８，１４３万円 ４３．４%
介護保険 ５９億１６５万円 ２２億８，９６３万円 ３８．８% ２４億４，６６９万円 ４１．５%
公共下水道事業 １１億９，６５９万円 １億５，３８６万円 １２．９% ２億９，６１４万円 ２４．７%
農業集落排水事業 ４億７，６６５万円 ４，５１９万円 ９．５% １億８，０１６万円 ３７．８%
その他特別会計 ９億９，６５８万円 １億８，５８２万円 １８．６% ２億４，６７１万円 ２４．８%

区　　分
収　　　入 支　　　出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 支出率

水道事業
収益的 ６億９，０７９万円 ３億８４１万円 ４４．６% ６億６，３５２万円 ２億９，１８６万円 ４４．０%
資本的 ４億１，２７７万円 １，４５２万円 ３．５% ６億３，９７７万円 １億８９９万円 １７．０%

病院事業
収益的 １２億２，３０６万円 ６億４，２０８万円 ５２．５% １２億２，２７５万円 ５億９，０２７万円 ４８．３%
資本的 ８，９３７万円 ７，０６２万円 ７９．０% １億３，６０３万円 ９，４２９万円 ６９．３%

区　　分 予算額 収入済額 収入率
地方税 ３７億５，４９７万円 ２２億７，４８２万円 ６０．６%
国民健康保険税 ７億８，４０５万円 ２億４，９８４万円 ３１．９%

一般会計 ４２３億７，４２５万円
特別会計 １３０億７，２６６万円
企業会計 ３７億２，８５３万円
合　　計 ５９１億７，５４４万円

一般会計・特別会計の収支状況

公営企業会計の収支状況

市債残高税の収入状況（一般会計、国民健康保険特別会計）

基準内の指標と
なっています


